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１　一般会計の予算執行状況

①歳入（繰越予算を含む）

　 　　令和8年3月31日現在　（単位：千円、％）
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Ⅰ　令和7年度下半期の財政状況

地方譲与税 188,114 4,848 192,962 192,962 100.00

町税 1,489,105 68,640 1,557,745

執行率収入済額現計予算額繰越額補正額当初予算額区　分

1,557,806 100.00

2,690 100.00

配当割交付金 8,200 2,361 10,561 10,561 100.00

利子割交付金 600 2,090 2,690

18,033 100.00

法人事業税交付金 37,100 2,850 39,950 39,950 100.00

株式等譲渡所得割交付金 8,900 9,133 18,033

430,885 100.00

地方特例交付金 4,600 △ 1,138 3,462 3,462 100.00

地方消費税交付金 391,500 39,385 430,885

環境性能割交付金 27,400 △ 5,849 21,551 21,551 100.00

10,987,921 100.00

交通安全対策特別交付金 1,800 △ 114 1,686 1,686 100.00

地方交付税 9,100,000 1,887,921 10,987,921

54,182 14.49

使用料及び手数料 386,631 △ 5,406 381,225 376,376 98.73

分担金及び負担金 267,116 27,200 79,606 373,922

13,663,854 59.27

県支出金 8,567,992 535,561 6,571,920 15,675,473 2,135,873 13.63

国庫支出金 26,036,921 △ 3,860,285 878,303 23,054,939

44,022 103.26

寄附金 310,102 312,248 622,350 634,868 102.01

財産収入 27,246 15,388 42,634

0 0.00

繰越金 1 18,686 1,586,200 1,604,887 1,604,888 100.00

繰入金 2,025,532 △ 1,516,887 508,645

40,078,478 56.44合　計 68,150,000 △ 7,785,988 10,642,829 71,006,841

273,208 23.74

町債 19,205,700 △ 6,087,900 1,206,800 14,324,600 8,023,700 56.01

諸収入 65,440 765,280 320,000 1,150,720

【用語解説】 地方交付税

性格 地方交付税は、すべての地方公共団体が一定

の水準を維持できる財源を保障する見地から、国税とし

て国が代わって徴収し、一定の合理的な基準によって

再配分する、「国が地方に代わって徴収する地方税」

（固有財源）という性格をもっています。

総額 地方交付税の総額は、所得税・法人税の33.1％、

酒税の50％、消費税の22．3％、地方法人税の全額とさ

れています。

種 類 地方交付税の種類は、普通交付税及び特別交

付税（交付税総額の6％）とされています。

算定方法

・普通交付税額=基準財政需要額－基準財政収入額＝

財源不足額

・基準財政需要額=単位費用（法定）×測定単位（国調

人口等）×補正係数（寒冷補正等）

・基準財政収入額=標準的税収入見込額×基準税率

（75％）
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１　一般会計の予算執行状況

②歳出（繰越予算を含む）

　 　　令和8年3月31日現在　（単位：千円、％）
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Ⅰ　令和7年度下半期の財政状況

区　分 当初予算額 補正額等 繰越額 現計予算額 支出済額 執行率

95.73

総務費 5,376,187 801,151 39,840 6,217,178 3,011,766 48.44

議会費 111,475 △ 3,954 0 107,521 102,933

84.12

衛生費 16,288,702 6,160,778 0 22,449,480 18,525,149 82.52

民生費 3,522,300 123,434 0 3,645,734 3,066,876

98.71

農林水産費 2,621,082 982,204 3,239,268 6,842,554 2,049,520 29.95

労働費 61,169 △ 47,936 0 13,233 13,062

74.15

土木費 2,548,715 21,932 360,041 2,930,688 1,697,084 57.91

商工費 341,867 193,014 443,150 978,031 725,233

71.09

教育費 1,336,337 297,834 155,787 1,789,958 1,178,545 65.84

消防費 793,055 75,792 144,741 1,013,588 720,551

31.69

公債費 2,618,144 94,604 0 2,712,748 2,709,748 99.89

災害復旧費 32,430,966 △ 16,386,904 6,260,002 22,304,064 7,067,427

57.55合　計 68,150,000 △ 7,785,988 10,642,829 71,006,841 40,867,894

0.00

予備費 100,000 △ 97,937 0 2,063 0 0.00

諸支出金 1 0 0 1 0

【歳出削減に向けた取り組みについて】

能登町では、少子高齢化や人口減少が進み、厳しい財政状

況が続く中で、公共施設等の現状と課題を把握し、将来の財

政負担を軽減、平準化することを目的とした「能登町公共施設

等総合管理計画」「第2期能登町公共施設個別計画」を策定し、

歳出の削減に努めています。

公共施設個別施設計画とは

公共施設個別施設計画とは、「能登町公共施設等総合管理

計画」の基本的な方針に基づき、次の世代に負担を先送りし

ないよう施設の長寿命化や更新だけでなく、将来を見据えた

町の公共サービス・公共施設のあり方を整理した計画です。

今後も町民に必要なサービスを提供していくために、各公共

施設の今後の方向性、対策の優先順位の考え方や、対策内

容、実施時期を具体化することにより、公共施設をマネジメント

し、「持続可能な能登町」を目指すことを目的としています。

住民1人あたりの施設延床面積

住民1人あたりの施設の延床面積は11.73㎡と県内では最も

多く、県平均の2.4倍程度にあたり、人口に対して公共施設が

多いことがわかります。

公共施設保有量の適正化

現在保有する公共施設（今後削減される見込みである旧施

設・普通財産・譲渡検討施設を除く。）を築30年目に大規模改

修、築60年目に建替えるものとして試算した結果、今後の更新

必要額としては平均で年間19.3億円の算定となりました。

また、本町の過去の借入実績や返済に充当可能な一般財

源の規模等から、本計画期間における公共施設への投資可

能額は年間「12.5億円」となりました。

これは現在の保有施設全てを管理・更新することが不可能

であり、住民に対する良好なサービスの継続に支障が出るお

それがあることを示しています。

多くの施設の更新を迎えるにあたり、将来にわたって安全・

安心なサービスを継続していくためには、将来の人口規模や

施設利用状況を勘案し、公共施設保有量の適正化を図るとと

もに、復旧復興に関連する施設の改修や更新等を検討するに

あたっては、国等の補助事業の活用を図りながら、町財政に

極力負担のかからないよう配慮する必要があります。

2



２　特別会計の予算執行状況

◎特別会計（繰越予算を含む）

　 　　令和8年3月31日現在　（単位：千円、％）

※国民健康保険特別会計は、令和５年度より勘定を廃止。瑞穂直営診療所は病院事業会計にて運営する。

３　企業会計の決算状況

　　令和8年3月31日現在　（単位：千円、％）

　　令和8年3月31日現在　（単位：千円、％）

　　令和8年3月31日現在　（単位：千円、％）

資本的収入 3,841,027 3,841,027

会計名

156,313

126,452

2,196,162

2,371,970

0 4,068,623

962,410 1,086,707 112.92

収益的支出 1,126,858 667,821 1,794,679 1,661,494 92.58

水

道

事

業

収益的収入

合　計

706,829 92.41

会計名

1,176,494 △ 276 1,176,218 328,894 27.96

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額245,400,473円は、過年度分損益勘定留保資金223,318,965円、過年度消

費税及び地方消費税資本的収支調整額13,352,485円及び当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額8,729,023円

で補填する。

収益的支出 757,294 7,613

資本的支出 46.31720,286

資本的収入

764,907

国民健康保険

Ⅰ　令和7年度下半期の財政状況

406,102 36,335 442,437 424,055後期高齢者医療

2,337,756

補正額等 繰越額 現計予算額
歳　入

406,632 91.91

歳　出

収入済額 執行率 支出済額

79.43

執行率

1,974,158

会計名

当初予算額 補正額 現計予算額

81.995,714,064 218,041 0 5,932,105 4,863,523

当初予算額

81.30

2,485,356 1,996,938

2,970,206 2,502,435

147,600

2,442,530

95.85

80.35

34,106介護 保険 83.29

2,317,469

歳出

支出済額 執行率

1,508,143 47,300 1,555,443

当初予算額 補正額

103.72

収入済額 執行率
現計予算額

歳入

2,266,508 2,350,865

4,883,225 82.32

3,004,312

101.69783,129 △ 20,704 762,425 775,294

歳入 歳出

収入済額 執行率 支出済額 執行率

会計名 当初予算額 補正額

0

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額296,216,854円は、当年度分損益勘定留保資金288,799,741円及び当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額7,417,113円で補填する。

現計予算額
歳入 歳出

収入済額 執行率 支出済額 執行率

資本的支出

1,655,310 43.10

1,951,5274,068,623 47.97

下

水

道

事

業

収益的収入 967,188 △ 4,778

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額36,504,180円は、減債積立金29,042,462円、当年度分損益勘定留保資金

6,217,344円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,244,374円で補填する。

資本的支出 276,490 432,803

94.93

資本的収入 276,190 402,642 393,704 97.78

430,209 99.40

病

院

事

業

収益的収入 70,346

収益的支出 69,311 2,441,281
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４　住民の税負担の状況

◎令和7年度（現年課税分）

　

（R8.3.31現在）

５　基金の状況

（単位：千円）

世帯数：

令和6年度末

残高

(R7.3.31現在）

383,536公共施設等総合管理基金

Ⅰ　令和7年度下半期の財政状況

町民税（個人）

軽自動車税（環境性能割）

町たばこ税

備　考一世帯当たり（円）住民一人当たり（円）課税調定額（円）区　分

9,772

80,897

19,207

546,619,809 40,347

129,779,080 9,579

13,548人755,756,939 111,848

66,031,942 6,757世帯

55,784 人　口：

△ 29,183

12,462

9,842

1,498,187,770

※固定資産（都市計画）税と軽自動車の課税調定額には、法人課税分も含まれています。

3,342,581

145,879

2,695,315 647,266

備考

○基金の積立

基金として積み立て

る額は、予算で定め

る額とする。

○運用益について

基金の運用から生じ

る利益は、各会計の

予算に計上し、基金

に編入する。

○基金の処分

「能登町基金条例」

及び「能登町土地開

発基金条例」、「能

登町奨学資金基金

条例」に掲げる設置

目的を達成するため

必要な経費の財源

に充てる場合にの

み、基金の全部また

は一部を処分するこ

とができる。計

基金の合計

定

額

運

用

基

金

奨学資金基金

110,584合　　計

4,874

固定資産（都市計画）税

221,724

一

般

会

計

特

別

会

計 1,528 460,373

△ 135

765,374

地域医療対策基金

ふるさと振興基金 92,173 259,356

創生総合戦略推進基金 127,433 0 127,433

164,020

11,392

112,456 △ 16,119

増減高

令和7年度末

残高

（R8.3.31現在）

項　目

1,148,910

財政調整基金

1,800,713

積

立

基

金

11,552 △ 160墓地公園管理基金

245,372

9,233,429

351,529

18,141

国民健康保険財政調整基金

800,000

96,337

2,723,046

防災対策基金

減債基金 1,000,713

令和６年能登半島地震復興基金 960,000 531,648 1,491,648

6,608,291 2,723,046 9,331,337

97,908 0 97,908

計

一

般

会

計

森林環境譲与税基金

97,908

介護給付費準備基金

13,032 △ 570

216,189

458,845

土地開発基金 97,908 0

9,977

6,510,383
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６　町債残高の状況

◎町債現在残高の推移

　 （単位：百万円）

※1　令和7年度の数値は、令和8年3月31日現在高。

#

◎一時借入金の状況

（単位：千円）

※令和7年度においては特別会計及び企業会計における

　一時借り入れの実績なし。

R4 R5

-

R2H28 H29 H30 R1

7,896 7,551

4,102水道※2

下水道 8,574 8,230

20,173 21,663

Ⅰ　令和7年度下半期の財政状況

- -

- -

- - -

-特別会計小計

介護保険

21,009

-

項　目 R3 R7(注)

35,133

5,966

-

-

3,688

1,636

合　計

20,086

6,354

-

-

3,941

713

7,180

- - -

一般会計※1

病院

22,648 22,879

8,836

22,291

12,176

34,190

690

4,096

35,095 35,505 35,556 34,957

3,925 3,937

33,185

685 696 784

4,212

R6

29,580

6,205

-

-

3,832

1,434

11,471企業会計小計

752

11,649

20,014

6,795

-

11,00814,017 13,432 12,857 12,677 12,666

1,176 933

4,4194,005

※2　平成28年度末で廃止した簡易水道特別会計の地方債現在残高は、水道事業会計に含む。

11,290

46,423

合　計

項　目
令和7年度中

借入額

632,000

632,000

一般会計

償還状況等

R8年4月中に全額償還済

特別会計

企業会計

0

0

31,663 31,094 41,051

【用語解説】

地方債

地方公共団体が発行する公債。地方債を起こす（起

債）場合は、予算において、①起債の目的、②限度額、

③起債の方法、④利率及び償還の方法を定めます。

地方債の機能

①財政上の収入を支出の年度間調整、②住民負担

の世代間の公平を確保するための調整、③一般財源

の補完、④国の経済施策との調整

一時借入金

地方公共団体が、当該年度の歳出予算内の支出を

するために金融機関などから借り入れる借入金で、予

算において限度額が定められます。原則、同一会計年

度内に償還されます。

20,173 21,663 22,648 22,879 22,291 21,009 20,014 20,086 

29,580 
35,133 

0 
0 0 0 0 

0 0 0 

0 

0 

14,017 13,432 12,857 12,677 12,666 
12,176 

11,649 11,008 

11,471 

11,290 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

普通会計 特別会計 企業会計
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１　予算編成方針と予算規模

◎令和8年度予算の概要

◎会計別当初予算の状況

（単位：百万円）

Ⅲ　平成23年度決算に基づく財政指標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12

歳　出

R8当初 R7当初 R8当初 R7当初

企業会計 10,997 8,977 2,020 12,148

△ 26,879合　計 55,707 82,841 △ 27,134 56,858 83,737

9,873

△ 29,141

△ 135,714

68,150

2,275

Ⅱ　令和8年度当初予算の概要

　令和8年度当初予算は、前年度に引き続き能登半島地震及び奥能登豪雨からの復旧・復興に取り組むことを最優先事項とし、こ

れまでの工事の進捗状況など精査したうえで、確実に実行できる額を計上する「実行性を重視」した予算を編成しました。

　歳入面では昨年度同様、能登半島地震及び奥能登豪雨の影響により人口減少に拍車がかり、自主財源の確保は厳しいことが見

込まれ、地方交付税などの依存財源に頼る状況です。歳出面では昨年度に比べ減少することが見込まれますが、引き続き復旧復興に

係る費用が多く占める状況です。また、社会保障関係費についても、高齢化率が高く推移することから、扶助費や補助費及び繰出金

は高止まりし、厳しい財政状況が予想されます。

　「能登町復興計画」において、令和8年度は再生期の初年度にあたり、創造期への橋渡しを行う重要な中間フェーズとなります。単年

度の成果を追及するものではなく、創造期における成功を左右する「事前投資」として位置づけし災害復旧事業の継続と並行して、人

口流出対策、関係人口創出、産業再生、創造的復興の布石となる施策を積極的に前倒し実施することで、創造期における成功の可

能性を最大化し、「次世代が希望を持てる持続可能なまちづくり」の実現に向けた予算配分を行いました。

特別会計 5,701 5,714 △ 13 5,701

一般会計 39,009 68,150 △ 29,141 39,009

区　分
歳　入

増減額 増減額

15,080 15,067 14,763 17,873 17,860 15,202 13,139 15,014 15,180 
21,820 

68,150 

39,009 8,327 8,592 7,473 
6,947 6,783 

5,477 
5,374 

5,522 5,543 

5,664 

5,714 

5,701 

3,739 3,706 4,302 
4,424 4,857 

6,671 
5,817 

5,925 6,732 

6,388 

9,873 

12,148 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初予算の推移（歳出ベース）

一般会計 特別会計 企業会計
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２　一般会計

◎歳入 （単位：千円、％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

Ⅱ　令和8年度当初予算の概要

令和7年度　当初令和8年度　当初

町税 △ 46,067 △ 3.1

配当割交付金 2,786 34.0

増減率区分

1,443,038 3.7 1,489,105 2.2

構成比予算額 予算額 構成比
増減額

株式等譲渡所得割交付金 6,635 74.6

地方譲与税 2,360 1.3

利子割交付金 2,322 387.0

190,474 0.5 188,114 0.3

2,922 0.0 600 0.0

10,986 0.0 8,200 0.0

法人事業税交付金 1,662 4.5

地方特例交付金 37,379 812.64,600 0.0

環境性能割交付金 1,000 0.0 27,400 0.0 △ 26,400 △ 96.4

地方消費税交付金 445,589 1.1 391,500 0.6 54,089 13.8

41,979 0.1

交通安全対策特別交付金 0 0.0

分担金及び負担金 △ 209,359 △ 78.4

地方交付税 1,350,000 14.8

57,757 0.1 267,116 0.4

68,150,000 100.0

諸収入 126,951 194.0

寄附金 180,000 58.0

繰入金 △ 993,544 △ 49.11,031,988 2.6 2,025,532 3.0

1 0.0 1 0.0

192,391 0.5 65,440 0.1

町債

県支出金 △ 2,223,078

財産収入 26,169

使用料及び手数料 △ 5,293

国庫支出金 △ 12,133,91213,903,009 35.7 26,036,921 38.2

53,415 0.1 27,246 0.0

386,631 0.6

△ 29,141,000 △ 42.8

繰越金 0 0.0

15,535 0.0 8,900 0.0

38,762 0.1 37,100 0.1

10,450,000 26.8 9,100,000 13.3

1,800 0.0 1,800 0.0

39,009,000 100.0合　計

△ 79.6

△ 25.9

96.0

△ 1.4

△ 46.6

6,344,914 16.3 8,567,992 12.6

381,338 1.0

△ 15,293,7003,912,000 10.1 19,205,700 28.1

490,102 1.3 310,102 0.5

自主財源

9.3%

依存財源
90.7%

町税1,443,038千円 分担金及び負担金57,757千円

使用料及び手数料381,338千円

繰入金1,031,988千円

その他735,909千円

地方交付税10,450,000千円

地方譲与税190,474千円

各種交付金等558,573千円

国庫支出金13,903,009千円

県支出金6,344,914千円

町債3,912,000千円

R8

歳入
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２　一般会計

◎歳出（目的別） （単位：千円、％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

※各費目の児童手当については、民生費に計上している。

3.8

△ 18,658,686 △ 57.5

1,041,076 39.8

△ 42.8

災害復旧費

公債費

13,772,280 35.3

3,659,220 9.4

32,430,966 47.6

2,618,144

合　計 39,009,000 100.0 68,150,000 100.0 △ 29,141,000

0.0

予備費 100,000 0.3 100,000 0.1 0 0.0

諸支出金 1 0.0 1 0.0 0

△ 7.3

教育費 1,455,412 3.7 1,332,777 2.0 122,635 9.2

消防費 735,459 1.9 793,055 1.2 △ 57,596

58.3

土木費 4,791,318 12.2 1,861,624 2.7 2,929,694 157.4

商工費 539,158 1.4 340,667 0.5 198,491

△ 58.8

農林水産業費 2,339,899 6.0 3,272,705 4.8 △ 932,806 △ 28.5

労働費 25,204 0.1 61,169 0.1 △ 35,965

△ 2.0

衛生費 3,480,405 8.9 16,321,370 23.9 △ 12,840,965 △ 78.7

民生費 3,498,830 9.0 3,569,231 5.2 △ 70,401

Ⅱ　令和8年度当初予算の概要

△ 5.6

総務費 4,506,692 11.5 5,336,936 7.9 △ 830,244 △ 15.6

議会費 105,122 0.3 111,355 0.2 △ 6,233

区分
令和8年度　当初 令和7年度　当初

増減額 増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

議会費105,122千円

総務費4,506,692千円

民生費3,498,830千円

衛生費3,480,405千円

労働費25,204千円

農林水産業費2,339,899千円

商工費539,158千円

土木費4,791,318千円消防費735,459千円

教育費1,455,412千円

災害復旧費13,772,280千円

公債費3,659,220千円

諸支出金1千円

予備費100,000千円

R8歳出

目的別
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２　一般会計

◎歳出（性質別） （単位：千円、％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

災害復旧事業費 13,772,280 35.3 32,863,136 48.2 △ 19,090,856 △ 58.1

△ 42.8

義務的経費　小計

消費的経費　小計

普通建設事業費 4,457,571 11.4 1,559,781 2.3 2,897,790 185.8

合　計 39,009,000 100.0 68,150,000 100.0 △ 29,141,000

△ 47.0

予備費 100,000 0.3 100,000 0.1 0 0.0

投資的経費　小計 18,229,851 46.7 34,422,917 50.5 △ 16,193,066

0.0

13,325,234 34.1 27,385,727 40.2 △ 14,060,493 △ 51.3

繰出金 1,113,986 2.9 1,113,905 1.6 81

167.9

貸付金 2,520 0.0 3,480 0.0 △ 960 △ 27.6

投資及び出資金 171,667 0.4 64,075 0.1 107,592

△ 5.7

積立金 321,826 0.8 932,342 1.4 △ 610,516 △ 65.5

補助費等 7,118,821 18.2 7,546,199 11.1 △ 427,378

△ 75.5

維持補修費 324,465 0.8 270,216 0.4 54,249 20.1

物件費 4,271,949 11.0 17,455,510 25.6 △ 13,183,561

39.8

7,353,915 18.9 6,241,356 9.2 1,112,559 17.8

公債費 3,659,220 9.4 2,618,144 3.8 1,041,076

Ⅱ　令和8年度当初予算の概要

0.2

扶助費 1,331,448 3.4 1,263,969 1.9 67,479 5.3

人件費 2,363,247 6.1 2,359,243 3.5 4,004

区分
令和8年度　当初 令和7年度　当初

増減額 増減率
予算額 構成比 予算額 構成比

人件費2,363,247千円

扶助費1,331,448千円

公債費3,659,220千円

普通建設事業費4,457,571千円

災害復旧事業費13,772,280千円

物件費4,271,949千円

維持補修費324,465千円

補助費等7,118,821千円

積立金321,826千円

投資・出資・貸付金174,187千円

繰出金1,113,986千円 予備費100,000千円

0.3％

義務的経費
18.9%

投資的経費
46.7%

消費的経費

34.1％

R8歳出

性質別
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３　特別会計

◎歳入歳出予算 （単位：千円、％）

４　企業会計

◎歳入歳出予算 （単位：千円、％）

◎歳入歳出予算 （単位：千円、％）

◎歳入歳出予算 （単位：千円、％）

126,452 439,397

収益的支出 2,490,931 2,371,970 118,961

介護保険

347.5

資本的支出 601,790 156,313 445,477 285.0

病院事業

収益的収入 2,341,399 2,196,162 145,237 6.6

資本的収入 565,849

1,508,143 250,425

収益的支出

会計名 令和8年度 令和7年度 増減額 増減率

1,298,364 1,176,494 121,870 10.4

1,758,568

会計名 令和8年度 令和7年度 増減額

32.6

資本的支出 5,324,566 4,068,623 1,255,943 30.9

△ 1.2

収益的支出

資本的支出

13.5

5.0

16.6

合　計 5,700,835 5,714,064 △ 13,229

0.12,973,366 2,970,206

会計名 令和8年度 令和7年度 増減額 増減率

増減率

3,160

下水道事業

収益的収入 955,240 967,188 △ 11,948

資本的収入 5,093,731 3,841,027

後期高齢者医療 487,463 406,102 81,361

水道事業

収益的収入

Ⅱ　令和8年度当初予算の概要

2,240,006 2,337,756 △ 97,750 △ 4.2

会計名 令和8年度 令和7年度 増減額 増減率

国民健康保険

20.0

1,252,704

1,278,426 1,126,858 151,568

△ 0.2

△ 5.2

757,294 △ 63,982

資本的収入

△ 8.5

742,795 783,129 △ 40,334

693,312
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１　財政力指数

　

財政力指数の推移

２　経常収支比率

経常収支比率の推移

３　実質公債費比率

実質公債費比率の推移

４　健全化判断比率

健全化判断比率の推移

※健全化判断比率の国の基準（%）

Ⅲ　令和6年度決算に基づく財政指標

実質赤字比率

連結実質赤字比率

R6

89.0

R6

3.8

R6

0.19

―

―

4.2 4.0

1.6

R5

0.20

R5

86.2

R5

4.0

H29H28 H30 R2

実質公債費比率

将来負担費比率

13.51

18.51

25

350

26.3

R6

―

―

3.8

4.2

R5

実質公債費比率 9.7 10.2 10.5 9.3 6.9 5.5

実質赤字比率

R1

――

―

― ― ―

―

44.9将来負担費比率 69.9 68.3 79.8 94.7 77.1

R3

連結実質赤字比率 ― ― ― ― ―

― ―

R4

地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去3年間の平均値。こ

の指数が高いほど、財源に余裕があると言えます。

0.20能登町

H27 H28 H29 H30

0.20 0.20 0.20 0.20 0.21 0.21

財政構造の弾力性を判断するための指数。地方税・普通交付税などの経常一般財源が、人件費・扶助費・公債費

などの経常経費にどの程度充当されているかの割合を示します。この数値が高いほど、一般財源に余裕がないことにな

ります。

R4

0.20

R4

H27 H28 H29 H30 R3

87.2

R4

能登町 10.3 9.7 10.2 10.5 9.3

86.6

4.2

財政健全化法により公表が義務づけられた指標。国の基準を超えた場合には、「早期健全化団体」や「財政再生団

体」となります。

R1 R2

能登町 86.6 91.7 93.9 93.2 91.6 88.1

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

一般的財源に対する公債費の割合を示す指数で過去3年間の平均値。18％を超えると地方債を発行するときに

国・県の許可が必要になり、25％を超えると起債が制限されます。

6.9 5.5

R1 R2 R3
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